
 

 

 

介護人材の確保等に関する実態調査結果 

 

①調査の概要 

ア 調査の目的 

松江市内の介護現場における人材確保の実態や就労動向等を把握し、介護人材の確保・育成・定

着に向けて今後求められる施策等を検討するための基礎資料とすることを目的に、市内の介護

サービス施設・事業所等を対象としたアンケート調査を実施しました。 

イ 調査の対象 

松江市内で介護保険サービスを提供する事業所５１５事業所 

 

ウ 調査の期間 

20２２(令和４)年 12月９日（金）～２０２３（令和５）年１月22日（日） 

 

エ 調査の手法 

WEB調査（メール配信、WEBにて回答） 

 
オ 回収数・回収率 

有効回収数  ２３７事業所 

回収率       46.0％ 
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②調査結果 

(１) 【人材の確保】 

(※施策の柱(案)→➓地域包括ケアを支える介護人材の確保) 

● 人材確保の問題点として、「募集しても求職者の絶対数が集まらない」ことや、「事業所が求める  

人材と求職者がマッチングしない」ことが多く挙げられています。 

● 人材確保のために必要だと思う行政の支援は、「介護報酬の見直し」が最も多くなっています。次

いで、「介護職のイメージアップ」、「求職者や介護に関心がある人向けのセミナー・研修」、「中高生

向けの出前授業や職場体験の開催」が多く挙げられています。介護職として働くことで感じられる

やりがいや実際に働いている職員の魅力を伝える取り組みを通して、中高生等の若い世代の介

護職への興味・関心が高まるよう働きかけるとともに、セミナーや研修の場で仕事の内容や求め

られる役割を適切に伝えることにより、人材の確保とその後の定着につなげることが期待されて

いると考えられます。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人材の確保における問題点        人材の確保のために必要だと思う行政の支援 

67.5 

43.5 

19.8 

19.0 

17.3 

11.0 

5.5 

7.6 

6.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

求人を募集しても求職者の

絶対数が集まらない

事業所が求める人材と

求職者がマッチングしない

求職者に対して魅力ある

待遇・勤務条件を提示できない

採用活動を積極的に行うための

人的・金銭的資源が乏しい

介護職のネガティブな

イメージを払しょくできない

自社をPRするノウハウがない

事業所間の応援体制を

構築できていない

その他

無回答

全体（n=237）

86.5 

32.9 

24.9 

24.5 

13.1 

11.4 

11.4 

6.3 

5.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護報酬の見直し

動画や冊子等の制作による

介護職のイメージアップ

入門的研修のような求職者や

介護に関心がある人向けの

セミナー・研修の開催

中高生向けの出前授業や

職場体験の開催

事業所間の応援体制の

構築支援

採用担当者向けのセミナーの開催

認証評価制度の導入

その他

無回答

全体（n=237）
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(２) 【人材の育成・定着】 

 (※施策の柱(案)→⓫介護人材の育成・定着に向けた職場づくり) 

● 人材育成・定着の問題点として、「職員が求める報酬を支払えない」ことが最も多く、次いで、「職員の   

負担軽減のための取組を行う余裕がない」ことや、「職員の教育や研修の機会を確保できない」こと

が多く挙げられています。 

● 人材育成・定着のために必要だと思う行政の支援は、「介護報酬の見直し」が最も多くなっています。  

次いで「職員の資格取得のための補助金等の助成制度の創設」が多くなっているのは、人材育成・定    

着のために資格取得等によるスキルアップが必要であることは認識しているものの、コスト面がネッ 

クとなって十分な取り組みに至っていないためと考えられます。また、施設（入所）系事業所では、 

「介護ロボット・ＩＣＴの設備導入のための補助金等の助成制度の創設」が多く挙げられており、育成・ 

定着のための支援として職員の負担軽減のニーズが高まっているものと考えられます。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

人材の育成・定着における問題点      人材の育成・定着のために必要だと思う行政の支援 

45.6 

29.5 

27.0 

25.7 

5.1 

8.0 

16.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

職員が求める報酬を支払えない

設備投資や介護助手の採用等

職員の負担軽減のための

取組を行う余裕がない

職員の教育や研修の機会を

確保できない

職員の人間関係や希望に

配慮した配置転換が難しい

職員が困った時に相談できる

担当者や窓口等を

職場内に設置していない

その他

無回答

全体（n=237）

84.0 

51.5 

41.8 

28.3 

26.2 

19.8 

16.5 

15.2 

4.6 

3.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護報酬の見直し

職員の資格取得のための

補助金等の助成制度の創設

労働環境の改善に取り組む事業所

への補助金等の助成制度の創設

介護ロボット・ICTの設備導入の

ための補助金等の助成制度の創設

職員のスキルアップのための

セミナーの開催

事業者間の職員同士の

交流会の開催

職員が困った時に相談できる

窓口等の設置

労働条件の改善のための

管理職向けのセミナーの開催

その他

無回答

全体（n=237）



 

(３) 【外国人の雇用】 

 (※施策の柱(案)→➓地域包括ケアを支える介護人材の確保) 

● 現在外国人を雇用しているのは全事業所の 9.7％で、「現在は雇用しておらず、今後も雇用しない」   

という事業所は 26.2％となっていますが、「現在は雇用しておらず、今後は未定」は 5 割を超え

ています。 

● 現在は雇用していないものの今後の雇用は未定である事業所も将来的な受け入れ先となり得る

ことを想定しながら、介護分野での外国人雇用策を検討する必要があります。 

一方で、採用したい人材では、「専門職経験者または資格保持者」「新卒または第二新卒」のほかに、

「シニア世代」や「専門業務以外の周辺業務を任せられる人材」が挙げられており、外国人のほかに

も元気高齢者や他職種からの参入等の多様な人材の活用を通じて、人材確保を推進していくこと

も期待されます。 

  

 

 

58.6 

81.9 

27.8 

20.3 

6.3 

5.1 

2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

長期的なキャリア形成が見込める新卒または第二新卒

専門業務を任せられる専門職経験者または資格保持者

専門業務以外の周辺業務を任せられる人材

定年等により職場を退職したシニア世代の人材

技能実習生等の外国人材

その他

無回答

全体（n=237）

4.2 

3.8 

3.2 

12.5 

9.8 

2.4 

5.1 

1.3 

3.2 

2.0 

1.6 

1.7 

4.2 

2.0 

1.9 

1.6 

11.8 

16.7 

3.9 

1.7 

7.6 

4.0 

3.8 

6.5 

12.5 

11.8 

33.3 

7.9 

11.9 

26.2 

34.0 

34.6 

27.4 

11.8 

16.7 

29.1 

13.6 

53.2 

54.0 

55.8 

58.1 

62.5 

52.9 

33.3 

52.0 

59.3 

3.4 

6.0 

3.1 

6.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

（n=237）

(1)居宅介護支援事業所（n=50）

(2)在宅（訪問）系（n=52）

(3)在宅（通所）系（n=62）

(4)小規模多機能（n=8）

(5)施設（入所）系（n=51）

(6)サ高住有料（n=6）

充足率100％以上事業所

（n=127）

充足率下位25％事業所

（n=59）

現在は雇用しており、今後も雇用する 現在は雇用しているが、今後は雇用しない 現在は雇用しているが、今後は未定

現在は雇用していないが、今後は雇用したい 現在は雇用しておらず、今後も雇用しない 現在は雇用しておらず、今後は未定

無回答

外国人の雇用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

採用したい人材 

 


